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ⒸKOBE CONVENTION & VISITORS ASSOCIATION



　平成12年12月１日の閣議において地方自治体への独立行政法人制度の導入を検討する

ことが決定されて以降、平成15年8月の法律の成立・制定により、自治体病院において

も独立行政法人化の議論が活発化した。

　平成16年4月の地方独立行政法人法の施行により、病院として「医療の質の向上」と

「健全経営」という明確な目的を達成するため、医療環境の変化に柔軟かつスピード感

を持って対応できる運営を行い、安全･安心な医療の提供や満足度の向上など、地域の

中で住民から信頼される病院づくりに向けて、さらに発展できることとなった。

　自治体病院の多くは、地方公営企業法適用の行政の一部出先機関であり、病院経営の

基本である人事･財務については、自治体において事前統制が行われ、組織・職制、職

員の任免、人事・給与、勤務条件、労働協約の締結、予算編成、医療設備整備などにつ

いても、病院長の権限が大きく制限されてきた。

　また、経営責任も曖昧であり、非効率、経営マインドの欠如など「医療」という一つ

の目的を共有する組織とは言い難い行政との混在組織であった。

　なお、平成19年に総務省から出された公立病院改革ガイドプランによる全部適用への

移行も進んでいるが、行政の関与は依然として存在し、病院長の病院経営全般に関する

権限は地方独立行政法人のレベルには達していないのが現状である。

　平成17年4月を皮切りに、平成28年10月現在、86の自治体病院が地方独立行政法人に

移行し、設立団体から示された目標を達成するため、民間の経営手法を導入するなど、

創意工夫しながら自主性と透明性を持って病院運営に取り組んでいる。

　この独法のメリットを最大限発揮させ、さらなる地域医療の発展を図ることを目的

に、政策医療の財源確保や目的積立金の戦略的投資など各病院が抱える様々な課題につ

いて協議するため、ここに全国自治体病院地方独立行政法人連絡協議会を設立する。

　私たちは、本会での情報交換を通して会員相互の理解を図り、切磋琢磨して自己決

定・自己責任による病院改革に努め、地方独立行政法人の病院としてさらに進化し、時

代の要請に応え、地域に貢献することが社会的使命であると確信する。

全国自治体病院地方独立行政法人連絡協議会
設立趣意書



当番世話人　菊池　晴彦
地方独立行政法人

神戸市民病院機構　理事長
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第５回
全国地方独立行政法人病院協議会
当番世話人あいさつ

この度、「第５回全国地方独立行政法人病院協議会総会」を兵庫
県神戸市で開催する運びとなりました。全国各地から大変多くの参
加をいただき誠にありがとうございます。

本総会では、現状調査報告と事例発表のほか特別講演の時間をご
用意し、参加者が共通の課題と向き合い、実りある意見交換の場に
なるよう準備を進めてまいりました。

ご承知のとおり、各都道府県において策定されている「地域医療
構想」は、「2025年の医療需要と病床の必要量」「目指すべき医療提
供体制を実現するための施策」等を策定したものであり、公的医療
機関にとっても、「地域医療構想」を踏まえた病院運営が今後の大
きな課題となります。

また、平成28年度の診療報酬改定では、本体0.49％プラスとなり
ましたが、実際は薬剤や材料等に関する制度改革等で、ネットでは
マイナス1.31％となりました。前回の実質1.27％マイナスに引き続き
マイナス改定となっており、大変厳しい改定率でありました。

このような現状を踏まえ、特別講演は、青梅市立総合病院長の原
義人先生から「平成28年度診療報酬改定による影響について」と題
して、ご講演いただきます。

また、「医療の質の向上」と「健全経営」に資するため、岡山県
精神科医療センターの赤木常務理事からは経営に関するアンケート
調査の結果を分析した現状調査報告を行っていただき、事例発表で
は当機構 神戸市立医療センター中央市民病院の坂田隆造院長が
コーディネーターを務め、地方独立行政法人静岡県立病院機構理事
長の田中一成先生と地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター
長の許俊鋭先生をパネリストとして「病院事務職員の人材育成につ
いて」をテーマにパネルディスカッションをさせていただきます。

翌日には、施設見学会として、神戸市立医療センター中央市民病
院のご案内をさせていただくとともに、神戸医療産業都市及びスー
パーコンピュータ「京」の施設等についてもご紹介させていただき
ます。また、是非この機会に海と山に囲まれた神戸の地をご堪能い
ただけると幸いに存じます。

最後に、本総会の開催が、公的医療機関を取り巻く多くの課題を
解決する一助となり、さらなる地域医療の発展が図られることを祈
念申し上げ挨拶といたします。
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日　時：平成28年10月28日金 13：00～19：15
会　場：神戸ポートピアホテル南館地下１階「トパーズ」

次　第〔開場　12：00〕
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開　会	 13：00～13：30

第５回総会	 13：30～14：00

独法化後の現状調査報告	 14：00～14：35

会長挨拶	 全国地方独立行政法人病院協議会会長	 中 島 豊 爾

歓迎挨拶	 地方独立行政法人神戸市民病院機構理事長	 菊 池 晴 彦

来賓祝辞	 神戸市長	 久 元 喜 造

	 全国自治体病院協議会会長	 邉 見 公 雄

	 総務省自治財政局公営企業課準公営企業室長	 植 村 　 哲

議長選出

第４期事業実績報告及び第４期収支決算について

第５期事業計画（案）及び第５期収支予算（案）について

第６回、第７回総会の当番世話人について

その他

報告者　地方独立行政法人岡山県精神科医療センター

	 　　　　　　　　　　　　　　　常務理事	 赤 木 一 成
　座　長：地方独立行政法人長野県立病院機構　事務局長	 工 藤 伸 一

休憩　14：35～14：50
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事例発表	 14：50～15：45

特別講演	 16：00～17：00

意見交換会	 17：15～19：15

パネルディスカッション

　テーマ　「病院事務職員の人材育成について」
　コーディネーター	 地方独立行政法人神戸市民病院機構

	 神戸市立医療センター中央市民病院　　院長	 坂 田 隆 造

　パ ネ リ ス ト	 地方独立行政法人静岡県立病院機構　理事長	 田 中 一 成

	 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター

　	 　　　　　　　　　　　　　　　センター長	 許 　 俊 鋭

演　題　「平成28年度診療報酬改定による影響について」

演　者　青梅市立総合病院　病院事業管理者・病院長	 原 　 義 人
　座　長：地方独立行政法人神戸市民病院機構

　　　　　　　　　　　神戸市立医療センター中央市民病院　院長	 坂 田 隆 造

休憩　15：45～16：00



第４期　事業実績報告第４期　事業実績報告

総　会
全国地方独立行政法人病院協議会　第₄回総会
　日　時：平成27年11月₆日（金）　11:00～17:15

　場　所：ホテルリッチ＆ガーデン酒田

　　　　　（〒998-0834　山形県酒田市若竹町一丁目１番１号）

₁　開会式

₂　第₄回総会

₃　独法化後の現状調査報告　事務局

₄　事例発表  

	 演　者：地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構

	 　　　　日本海総合病院院長代理　島貫　隆夫

	 　　　　「ちょうかいネットの紹介」

	 演　者：一般社団法人酒田地区医師会十全堂　副会長　佐藤　顕

	 　　　　「ちょうかいネットの軌跡」

₅　特別講演Ⅰ

	 演　者：政策研究大学院大学医療政策コース・ディレクター 教授　島崎　謙治

	 　　　　「人口構造の変容と医療政策の課題」

₆　特別講演Ⅱ

	 演　者：山形大学大学院医学系研究科　医療政策学講座　教授　村上　正泰

	 　　　　「最近の医療政策と医療提供体制改革の課題」
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幹事会
第1回
　日　時：平成27年11月₅日（木）16:00～18:00

　場　所：日本海総合病院　₂階「講堂」

　　　　　（山形県酒田市あきほ町30番）

　出席者：岡山県精神科医療センター	 5名	 静岡県立病院機構	 4名

	 福岡市立病院機構	 3名	 山形県・酒田市病院機構	 6名

	 東京都健康長寿医療センター	5名	 長野県立病院機構	 1名

	 神戸市民病院機構	 3名

　議　題

　　₁．第₃期事業実績報告ならびに第₃期収支決算について

　　₂．第₄期事業計画（案）ならびに第₄期収支予算（案）について

　　₃．第₄回総会について

　　₄．次期世話人病院について

　　₅．役員人事について

幹事事務局会
第1回
　日　時：平成28年₂月₄日（木）　16:00～18:00

　場　所：剛堂会館ビル　₆階会議室

　　　　　（東京都千代田区 紀尾井町3-27）

　　出席者：岡山県精神科医療センター	3名	 静岡県立病院機構	 3名

	 　福岡市立病院機構	 1名	 山形県・酒田市病院機構	 4名

	 　神戸市民病院機構	 4名	 長野県立病院機構	 1名

　議　題

　　₁．第₄回総会について

　　　⑴　第₄回収支決算報告

　　　⑵　第₄回総会アンケート結果報告

　　₂．第₅回総会へ引継ぎ

　　₃．「病院改革セミナー」について

第５回全国地方独立行政法人病院協議会総会
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第2回
　日　時：平成28年₅月27日（金）　15:00～17:00

　場　所：剛堂会館ビル　₆階会議室

　　　　　（東京都千代田区紀尾井町3-27）

　出席者：岡山県精神科医療センター	 4名	 静岡県立病院機構	 3名

	 福岡市立病院機構	 1名	 神戸市民病院機構	 4名

　議　題

　　₁．第₅回総会についての進捗報告について

　　₂．第₄期アンケート調査について

　　₃．セミナー開催について

調　査
　調査期間　平成28年₇月から平成28年₈月

　対　　象　全国の地方独立行政法人及び病院

　内　　容

　　　⑴　人事給与制度アンケート調査

　　　⑵　決算状況調査

　　　⑶　経営状況についてのアンケート

　　　⑷　消費税についてのアンケート（新規調査）

研　修
第1回
　テ ー マ「自治体病院における組織・人事マネジメントのあり方セミナー」
　日　　時：平成27年12月14日（月）　13:30～15:45

　場　　所：有限責任監査法人トーマツ 大阪事務所　₆階研修室

　対　　象：自治体関係者及び地方独立行政法人職員

　参加人数：24名

　共　　催：有限責任監査法人トーマツ
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第2回
　テ ー マ「地方独立行政法人病院の財務・人事、なるほど！セミナー」
　日　　時：平成28年₉月₉日（金）　13:00～17:00

　場　　所：AP 浜松町

　対　　象：地方独立行政法人及び病院職員（新規採用職員を優先）

　参加人数：84名

　

広報活動
第1回
　テ ー マ「地方独立行政法人化病院の先進事例について」
　日　　時：平成27年12月21日（月）

　場　　所：北九州市総合保健福祉センター

　対　　象：市民病院のあり方検討委員および市民

　参加人数：56名

第2回
　テ ー マ「病院改革セミナー」
　日　　時：平成28年₂月₅日（金）　13:00～17:00

　場　　所：都道府県会館　₄階402会議室

　対　　象：独法化を検討している自治体関係者及び自治体病院関係者

　参加人数：85名

　後　　援：総務省

第５回全国地方独立行政法人病院協議会総会
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新規加入実績

新規加入病院

平成28年10月1日入会

名　　　　　称 加入年月日

地方独立行政法人　栃木県立がんセンター
平成28年4月1日

　 栃木県立がんセンター

地方独立行政法人　総合病院国保旭中央病院
平成28年4月1日

総合病院国保旭中央病院

地方独立行政法人　長野市民病院
平成28年4月1日

長野市民病院

地方独立行政法人　佐世保市総合医療センター
平成28年4月1日

佐世保市総合医療センター

地方独立行政法人　西都児湯医療センター
平成28年4月1日

西都児湯医療センター

名　　　　　称 加入年月日

地方独立行政法人　山梨県立病院機構
平成28年4月1日

　 山梨県立北病院

名　　　　　称

地方独立行政法人市立東大阪医療センター

　 市立東大阪医療センター

公立玉名中央病院
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第４期収支決算書
歳入	 （単位：円）

科　　目 予算額 決算額 差引額 備　　考
1．会　費 3,950,000 3,900,000 △ 50,000

入会金 250,000 250,000 0 5病院
年会費 3,700,000 3,650,000 △ 50,000 73病院

2．諸収入 700,300 810,049 109,749 火災保険事務手数料、預金利息等
3．繰越金 565,937 565,937 0 第3期からの繰越金

歳入合計 5,216,237 5,275,986 59,749
				  

歳出	 （単位：円）

科　　目 予算額 決算額 差引額 備　　考
１．事務費 1,350,000 973,284 △ 376,716

通信運搬費 50,000 65,547 15,547 アンケート調査、セミナー案内郵送料、HP 管理料他
消耗品費 50,000 5,655 △ 44,345 コピー用紙、お茶代
旅費 1,200,000 811,270 △ 388,730 幹事事務局会旅費
雑費 50,000 90,812 40,812 振込手数料、法人税等

2．人件費 560,000 236,056 △ 323,944
事務員人件費 560,000 236,056 △ 323,944 事務局人件費

3．会議費 550,000 628,994 78,994
総会助成金 450,000 600,000 150,000 第5回総会助成金（神戸）
諸会議費 100,000 28,994 △ 71,006 お茶代他

4．事業費 2,300,000 2,033,259 △ 266,741

活動費 1,000,000 834,027 △ 165,973 研修会（病院改革セミナー、地独法制度
セミナー）開催費用

印刷製本費 1,300,000 1,199,232 △ 100,768 「経営」、「人事・給与」冊子他

5．予備費 456,237 1,404,393 948,156 うち入会金分250,000円は活動基金とし
て積立支出

歳出合計 5,216,237 5,275,986 59,749

積立金の増加額及び残額	 （単位：円）

科　　目 第4期期首 増加額 第5期期首 備　　考
活動基金 3,350,000 250,000 3,600,000

※ 5．予備費の内訳
5．予備費 1,404,393

積立金 250,000
第5期繰越金 1,154,393

第５回全国地方独立行政法人病院協議会総会
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第 5 期　事業計画（案）第 5 期　事業計画（案）

1．事業目的

全国地方独立行政法人病院協議会は、地方独立行政法人の病院として、住民から信頼される病院機
能を果たすため、医療環境の変化に柔軟に対応できる業務運営の効率化と医療サービスの向上を図る
ことを目的とする。

2．第₆回定例総会・幹事会・記念講演の開催

（平成29年10月予定）

3．活動計画

独法化後の病院経営を把握するため、決算状況等関連する財務データの蓄積を行い、病院ごとの経
営指標の動向を調査する。また、会員の要望に基づくアンケート調査及び必要に応じたヒアリング調
査を行い、公立病院が担う役割の確保と経営の効率化のための病院改革に資する活動を展開する。

第₅期においては、職員の専門性の向上を図るため、地方独法制度を活かした人事 ･ 給与、経営分
析、内部統制などの専門研修会を開催し、病院経営を担うプロパー職員の人材育成に努めることとす
る。

このため、次の事項の調査・活動を継続的に行い、定例総会で発表することとする。

⑴　定期総会発表
　◆　独法化による病院経営状況調査
　　　　決算状況（新規加入病院は独法化以前も含む）と主要指標との関連
　◆　人事・給与制度改革状況調査

⑵　当協議会会員を対象とした専門研修会開催
　◆　「中堅職員のための財務会計セミナー」
　　①　日時：平成29年夏予定
　　②　場所：東京都
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　　③　対象：当協議会会員法人及び病院の中堅財務担当者等（80名）
　　④　内容：経営指標の分析手法等の研修会
　　⑤　講師：未定
　◆　「人事・給与・労務等」専門研修会
　　①　日時：平成29年秋予定
　　②　場所：東京都
　　③　対象：当協議会会員法人及び病院の人事担当職員等（80名）
　　④　内容：地方独立行政法人法の特長を活かした人事・給与制度に関する研修会
　　　　　　　（人事／給与／労務）
　　⑤　講師：未定

⑶　課題 ･ 要望等の調査

⑷　国への要望活動・連絡会議

4．広報活動

⑴　セミナーの開催
新公立病院改革プランの策定により、独法化移行予定の病院及び病院改革を検討している自治体

関係者・病院長等を対象に研修会を行い、独法化後の病院改革の実践例とそのメリットを広報し、
これからの地域医療のあり方を提言する。

　　①　日時：平成29年春
　　②　場所：東京都
　　③　テーマ：「公立病院の役割と経営の効率化」
　　④　対象者：自治体及び自治体病院関係者（50名）
　　⑤ 　講師：未定

⑵　ホームページの充実
会員病院概要、活動内容等についてホームページにより広報する。

⑶　新規加入に向けての取組み
病院改革を検討している自治体に向けて独法化へのメリットを発信するとともに自治体及び自治

体病院からの相談に積極的に対応して地方独立行政法人化への移行を促すこととする。
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第５期収支予算書（案）
歳入	 （単位：円）

科　　目 第4期予算額 第5期予算額 比較増減 備　　考
1．会　費 3,950,000 4,000,000 50,000

入会金 250,000 150,000 0 3病院（予定）
年会費 3,700,000 3,850,000 150,000 77病院

2．諸収入 700,300 800,300 100,000 保険料事務請負手数料、預金利息等
3．繰越金 565,937 1,154,393 588,456 第4期からの繰越金

歳入合計 5,216,237 5,954,693 738,456
				  

歳出	 （単位：円）

科　　目 第4期予算額 第5期予算額 比較増減 備　　考
１．事務費 1,350,000 1,350,000 0

通信運搬費 50,000 50,000 0 切手、はがき代他
消耗品費 50,000 50,000 0 コピー用紙他
旅費 1,200,000 1,200,000 0 幹事会、幹事事務局会他
雑費 50,000 50,000 0 手数料等

2．人件費 560,000 560,000 0
事務員人件費 560,000 560,000 0 事務局人件費

3．会議費 550,000 900,000 350,000
総会助成金 450,000 800,000 350,000 第6回総会助成金
諸会議費 100,000 100,000 0 幹事・事務局会一部負担金

4．事業費 2,300,000 2,500,000 200,000
活動費 1,000,000 1,500,000 500,000 研修会、自治体向けセミナー開催費用
印刷製本費 1,300,000 1,000,000 △ 300,000 各種アンケート調査冊子作成等

5．予備費 456,237 644,693 188,456 うち入会金150,000円は、活動基金とし
て積立予定

歳出合計 5,216,237 5,954,693 738,456

積立金の増加額及び残額	 （単位：円）

科　　目 第5期期首 増加額 第5期期末 備　　考
活動基金 3,600,000 150,000 3,750,000
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独法化後の現状調査報告

当協議会は、「医療の質の向上」と ｢健全経営｣ という二つのテーマを掲げ、全国の独法病院から

の決算状況や人事・給与制度改革などの状況を調査し、今後の自治体病院経営に資するための情報

を提供したいと考えています。

今回、₈月に独法化後の決算状況と人事 ･ 給与改革の実態調査を行い、その結果を冊子にまとめ

て報告させて頂きます。「経営」については、独法化以後の年度別の医師 ･ 看護師配置状況の推移と

経営指数との関連を簡潔にまとめ、独法病院の経営状況の傾向を発表します。また、政策医療 ･ 不

採算医療の財源について運営費負担金の使途等を調査しましたのでその結果も報告します。「人事・

給与制度」については、人事 ･ 給与制度の自由化のメリットを活かした法人独自の見直しを調査し、

進捗状況を報告します。

当協議会が行った地方独立行政法人病院の平成27年度決算調査結果では、前年度に比べ、全体的

に経常損益が黒字の病院が減り、経常収支比率・医業収支比率が下降していることがわかりました。

その要因は、医業収益が増加しても、それ以上に給与費など医業費用が増加していることなどがあ

げられます。

民間病院の関係者からは、「診療報酬点数は全国一律であり、特に自治体病院が低い点数になって

いるわけではない」などの指摘があるなかで、今期の調査結果は、当協議会の調査開始以来、最も

厳しい数字となっています。

独法化した病院も行政的なサービスや不採算地区における医療など設立の経緯、地域性、機能性

はそれぞれ様々であり、その使命も違っています。民間では出来ない政策的医療や不採算医療を提

供することを理由にして経済性を軽視すれば、将来、事業廃止の決断を迫られるなど、地域医療の

崩壊に繋がることも予想されます。

独法化は、めざす方向はそれぞれ違っていても地域医療を守る「最後の砦」であり、社会構造の

変化を踏まえた経営マインドを確立し、良質な医療を安定的に提供できる自立性の高い病院として地

域住民の期待に応えることが求められています。

当協議会は、平成28年10月₁日現在、48法人・76病院で構成されていますが、今後とも会員の皆

様方の協力を得ながら引き続き調査を重ね、健全経営に向け、実りある情報交換の場となるよう努め

て参りたいと考えています。

本日の総会の開催に向けてご尽力を頂いた地方独立行政法人神戸市民病院機構理事長菊池晴彦先

生並びに坂田隆造院長をはじめ職員の皆様に厚くお礼申し上げます。

全国地方独立行政法人病院協議会事務局長
地方独立行政法人岡山県精神科医療センター

常務理事　赤木 一成
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事 例 発 表

地方独立行政法人　神戸市民病院機構
神戸市立医療センター中央市民病院

院長　坂田　隆造

地方独立行政法人
静岡県立病院機構

理事長　田中　一成

地方独立行政法人
東京都健康長寿医療センター

センター長　許　俊鋭

病院事務職員の人材育成について

2004年の地方独立行政法人法施行を受け、自治体病院は次第に地方独立行政法人へと移行し、

2016年10月現在、全国の自治体病院のうち52法人86病院が独立行政法人化している。

今回は病院事務職員、特に法人採用の事務職員の人材育成について、意見交換をしたい。パネリ

ストとして、静岡県立病院機構の田中一成理事長、東京都健康長寿医療センターの許俊鋭センター

長にもご出席いただき、病院長からみた、病院事務職員の人材育成、求める理想像、身に付けてほ

しいスキルなど率直に情報交換できたらと考えている。

神戸市民病院機構は2009年₄月に地方独立行政法人へ移行し、同年度より事務職員の法人採用を

開始した。現在事務職員は127名、そのうち法人採用の職員は85名で、事務職員全体の66.9％を占め

るところまで来ている。しかしながら係長級以上の役付職員は23.8％、特に課長級以上の管理職では

０％となっている。

採用された事務職員に対して、服務、マナー、コンプライアンスといった基礎的な研修のほか、病

院の経営状況を題材にした研修、グループワーク研修など節目節目に研修を実施している。

地方独立行政法人移行前は市役所における採用や人材育成のシステムの中で、病院にも一定のス

キルを持った職員が配置されてきたが、地方独立行政法人移行後は、病院独自で採用し、より一層

人材育成を図らなければならない。

当機構の中央市民病院では、今年の₈月に優れた能力と豊かな人間性をもった医療人を育成する

ため、研修ホール、トレーニングラボ室などの機能を持たせた人材育成センターを設置した。

各病院においても人材育成に、様々な取り組みを実施されていると思うが、依然として、病院運営

は厳しい状況下に置かれている。病院経営の根底を担う事務職員の人材育成は、今後益々重要なも

のとなっていくと考えており、今回の事例発表が、各々において有益なものになれば幸いである。
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特 別 講 演

青梅市病院事業管理者兼
青梅市立総合病院

病院長　原　義人

平成28年度診療報酬改定による影響について
平成28年度診療報酬改定は、本体改定率が +0.49% であったが全体では

▲1.46% と大変厳しい改定であった。今改定の主要テーマは地域包括ケア
システムの推進と医療機能の分化・強化、連携で、特に一般病棟用の「重
症度、医療・看護必要度」基準の強化は₇対₁入院基本料算定に大きな影
響を与えた。ここでは、全自病の平成28年度診療報酬改定影響率調査結
果ならびに日病協の₇対₁入院基本料動向調査結果を通して、今改定の影
響を考える。

全自病の影響率調査では、経営環境の安定した859病院の内537病院か
ら回答を得た（回答率63%）。この内、種々の理由から414病院を影響率調
査の対象とし、前年度の₄-₆月と今年度の₄-₆月の平均値を比較した（対
前年同月比）。結果では、入院単価101.5%、外来単価104.8%（高額薬剤導
入の影響）、入院患者数99.0%、外来患者数98.7%、入院収入100.4%、外来
収入103.4%、平均在院日数98.1%、総収入101.4% であった。総収入への影
響率は、病院規模に従って増大し、専門病院105.8% と著増を示し、精神
科病院99.0% と低下。救急体制別では二次101.4%、三次103.0％であったが、
初期97.9% と低下。DPC Ⅱ群104.3%、Ⅲ群102.8% であったが、出来高群
98.9% と低下。地域別では、東京23区・指定都市102.4%、中核市102.6%、
その他の地域102.0% であったが、過疎地域99.3%、資源の少ない地域
99.1% と低下。最後に、総収入に関して季節的な変動を考慮した場合の影
響率は、経月的変動を差し引くと▲2.7%、経年的変動を差し引くと▲3.0%
となり、厚労省の示した改定率より遙かに厳しい影響率が示された。

次に、一般病棟₇対₁入院基本料の動向に関する日病協の調査では全国
の全７対１病院に調査表が送付された。全自病では全７対１病院（316）
に送付し、221病院から回答を得た（回答率70%）。合計病棟数は1,690、病
床数は71,416。₇対₁入院基本料の変更があった（予定も含む）病院は64

（29%）。変更先は41（64%）が地域包括ケア病棟（病室）。理由は、重症
度、医療・看護必要度の基準を満たせないが22（34%）、その他は地域医
療構想₈病院など、自院の役割の見直しが多かった。病棟群単位の変更は
₅病院と少なかった。重症度、医療・看護必要度を比較的楽にクリアでき
る病院は40％で、他は何らかの対策を講じていた。

以上、今改定は非常に厳しいとの印象である。全自病では、今後、₇対
₁届出の経過措置終了後のデータを調査し、今改定の影響率の全貌を把握
したいと考えている。
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平成28年10月₁日現在
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会 員 病 院 名 簿

◦地方独立行政法人　宮城県立こども病院
	 宮城県立こども病院

◦地方独立行政法人　宮城県立病院機構
	 宮城県立がんセンター
	 宮城県立精神医療センター
	 宮城県立循環器・呼吸器病センター

◦地方独立行政法人　秋田県立病院機構
	 秋田県立リハビリテーション・精神医療センター

◦地方独立行政法人　市立秋田総合病院
	 市立秋田総合病院

◦地方独立行政法人　山形県・酒田市病院機構
	 日本海総合病院

◦地方独立行政法人　栃木県立がんセンター
	 栃木県立がんセンター

◦地方独立行政法人  新小山市民病院
	 新小山市民病院

◦地方独立行政法人　さんむ医療センター
	 さんむ医療センター

◦地方独立行政法人　東金九十九里地域医療センター
	 東千葉メディカルセンター

◦地方独立行政法人　総合病院国保旭中央病院
	 総合病院国保旭中央病院

◦地方独立行政法人　東京都健康長寿医療センター
	 東京都健康長寿医療センター

◦地方独立行政法人　神奈川県立病院機構
	 神奈川県立足柄上病院
	 神奈川県立精神医療センター
	 神奈川県立がんセンター
	 神奈川県立循環器呼吸器病センター
	 神奈川県立こども医療センター

◦地方独立行政法人　山梨県立病院機構
	 山梨県立中央病院
	 山梨県立北病院

◦地方独立行政法人　長野県立病院機構
	 長野県立阿南病院
	 長野県立木曽病院
	 長野県立こども病院
	 長野県立こころの医療センター駒ヶ根
	 長野県立須坂病院

◦地方独立行政法人　長野市民病院
	 長野市民病院

◦地方独立行政法人　岐阜県総合医療センター
	 岐阜県総合医療センター

◦地方独立行政法人　岐阜県立多治見病院
	 岐阜県立多治見病院

◦地方独立行政法人　静岡県立病院機構
	 静岡県立総合病院
	 静岡県立こころの医療センター
	 静岡県立こども病院

◦地方独立行政法人　静岡市立静岡病院
　	 静岡市立静岡病院

◦地方独立行政法人　三重県立総合医療センター
	 三重県立総合医療センター

◦地方独立行政法人　桑名市総合医療センター
	 桑名南医療センター

◦地方独立行政法人　京都市立病院機構
	 京都市立病院
	 京都市立京北病院

◦地方独立行政法人　大阪府立病院機構
	 大阪府立精神医療センター

◦地方独立行政法人　大阪市民病院機構
	 大阪市立総合医療センター
	 大阪市立十三市民病院
	 大阪市立住吉市民病院

◦地方独立行政法人　堺市立病院機構
	 堺市立総合医療センター

◦地方独立行政法人　りんくう総合医療センター
	 りんくう総合医療センター

法 人 ／ 病 院 法 人 ／ 病 院
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◦地方独立行政法人　市立吹田市民病院
	 市立吹田市民病院

◦地方独立行政法人　市立東大阪医療センター
	 市立東大阪医療センター

◦地方独立行政法人　神戸市民病院機構
	 神戸市立医療センター中央市民病院
	 神戸市立医療センター西市民病院

◦地方独立行政法人　加古川市民病院機構
	 加古川中央市民病院

◦地方独立行政法人　明石市立市民病院
	 明石市立市民病院

◦地方独立行政法人　奈良県立病院機構
	 奈良県総合医療センター
	 奈良県西和医療センター
	 奈良県総合リハビリテーションセンター

◦地方独立行政法人　岡山県精神科医療センター
	 岡山県精神科医療センター

◦地方独立行政法人　岡山市立総合医療センター
	 岡山市立市民病院
	 岡山市立せのお病院

◦地方独立行政法人　広島市立病院機構
	 広島市立広島市民病院
	 広島市立安佐市民病院
	 広島市立舟入市民病院
	 広島市立リハビリテーション病院

◦地方独立行政法人　府中市病院機構
	 府中市民病院
	 府中北市民病院

◦地方独立行政法人　山口県立病院機構
	 山口県立総合医療センター
	 山口県立こころの医療センター

◦地方独立行政法人　下関市立市民病院
	 下関市立市民病院

◦地方独立行政法人  徳島県鳴門病院
	 徳島県鳴門病院

◦地方独立行政法人　福岡市立病院機構
	 福岡市立こども病院
	 福岡市民病院

◦地方独立行政法人　大牟田市立病院
	 大牟田市立病院

◦地方独立行政法人　筑後市立病院
	 筑後市立病院

◦地方独立行政法人　川崎町立病院
	 川崎町立病院

◦地方独立行政法人　芦屋中央病院
	 芦屋中央病院

◦地方独立行政法人　佐賀県医療センター好生館
	 佐賀県医療センター好生館

◦地方独立行政法人　佐世保市総合医療センター
	 佐世保市総合医療センター

◦地方独立行政法人　長崎市立病院機構
	 長崎みなとメディカルセンター 市民病院

◦地方独立行政法人　西都児湯医療センター
	 西都児湯医療センター

◦地方独立行政法人　那覇市立病院
	 那覇市立病院

◦公立玉名中央病院企業団
	 公立玉名中央病院

法 人 ／ 病 院 法 人 ／ 病 院

◆地方独立行政法人	 52法人	 当協議会加入法人	 48法人
◆地方独立行政法人病院	 86病院	 当協議会加入病院	 75病院
◆地方独立行政法人化予定病院	 ５病院	 当協議会加入病院	 １病院



全国地方独立行政法人病院協議会会則

第１章　総則
　（名称）
第１条　この会は、全国地方独立行政法人病院協議会（以下「本会」　という。）と称する。
　（目的）
第２条　本会は、地方独立行政法人（以下「法人」という。）の病院として、住民から信頼
される病院機能を果たすため、会員相互の交流を行い、医療環境の変化に柔軟に対応でき
る業務運営の効率化と医療サービスの向上を図ることを目的とする。

第２章　会員
　（会員）
第３条　本会の会員は次のとおりとする。
⑴　地方独立行政法人法第21条第３号チ（病院事業）に基づく法人の理事長で本会の目的
に賛同して加入したもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑵　前号の法人に属する病院長で、本会の目的に賛同して加入したもの
⑶　⑴の法人化を予定している法人の理事長予定者又は病院長予定者で、本会の目的に賛
同して加入を希望するもの
⑷　その他、会員の推薦があり、幹事会において承認されたもの

　（入会及び会員資格の継承）
第４条　本会に入会しようとする者は、所定の入会申込書に記名押印の上、会長に提出する
ものとする。
２　会員が理事長又は病院長職を退いたときは、後任の者が会員資格を引き継ぐものとする。
　（退会）
第５条　本会を退会しようとする会員は、その旨を会長に届け出るものとする。

第３章　役員
　（役員及び事務局）
第６条　本会に、次の役員を置く。
⑴　会　長　　１名
⑵　副会長　　４名
⑶　監　事　　２名　
２　会長、副会長及び監事は第３条第１号及び第２号に規定する会員のうちから総会におい
て選任する。ただし、任期中に会長が退任する場合は、副会長のうちから、会長が後任者
を指名する。
３　本会の事務局は、会長の属する法人内に置く。
　（職務）
第７条　会長は、会務を総括し、本会を代表する。
２　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときはその職務を代行する。
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３　会長及び副会長で幹事会を構成し、本会の運営に当たる。
４　監事は、会計を監査する。
　（任期）
第８条　役員の任期は２年とし、選任された年の翌々年の定例総会の終了の時までとする。
ただし、補欠により選任された役員の任期は、前任者の任期とする。
２　役員は、再任されることができる。

第４章　会議
　（会議の開催）
第９条　本会は、第２条に規定する目的を達成するため、年１回定例総会及び幹事会を開催
する。 
２　会長が必要と認めた場合は、臨時に総会及び幹事会を開催することができる。
　（総会の運営）
第10条　総会は、会員をもって構成する。ただし、総会に出席できない会員は、会員の属
する法人の職員に代理させることができる。
２　総会の議長は、会長がこれに当たる。
３　総会において、次々年度の定例総会を担当する当番世話人を指名する。
　（総会の議決）
第11条　総会は次の事項について議決する。
　⑴　会則の変更
　⑵　事業計画及び収支予算、並びにその変更
　⑶　事業報告及び収支決算
　⑷　役員の選任又は解任
　⑸　その他会の運営に関する変更事項
２　総会は会員の過半数の出席がなければ開会することができない。
３　総会の議決は出席した病院の過半数をもって決し、可否同数の時は、議長の決するとこ
ろによる。ただし、第３条 第３号、第４号会員は議決権を行使できない。

　（幹事会の運営）
第12条　幹事会は、会長及び副会長をもって構成する。
２　幹事会の議長は、会長がこれに当たる。
３　幹事会は本会の運営を行う。
　（当番世話人の事務）   
第13条　当番世話人は、幹事会の了承の下、次に掲げる事務を行う。
　⑴　開催日時及び会場の決定
　⑵　次第の決定
　⑶　議題のとりまとめ
　⑷　開催中の庶務
　⑸　終了後の事務局への会計報告

第５回全国地方独立行政法人病院協議会総会
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　（会議に要する経費）
第14条　当番世話人は、定例総会運営に要する経費を見積もり、定例総会開催の２ヶ月前ま
でに事務局へ当該金額の報告を行う。
２　事務局は、前項の規定により報告を受けた金額を定例総会の開催前に当番世話人に納付
する。
３　当番世話人は、定例総会終了後すみやかに支出証拠書類を付して事務局に対し報告する。

第５章　会計
　（会費）
第15条　会員は、別表で定める会費を事務局に納入しなければならない。
　（会計年度）
第16条　本会の会計年度は、毎年10月１日に始まり、翌年９月30日に終わる。
　（会計報告）
第17条　事務局は、定例総会において収支予算及び監事の監査を経た収支決算の承認を得な
ければならない。

第６章　補則
　（その他）
第18条　この会則は、総会の決議を経て変更することができる。
２　この会則で定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、会長が幹事会の了解を
経て別に定める。

　　　附　則
　この会則は、平成24年11月22日から施行する。

　　　運用細則　会費について
第15条　別表（会費）

区　　　分 入　会　金 年　会　費 備　　考

第３条　１号会員 ￥50,000 ￥50,000

第３条　２号会員 ￥50,000 ￥50,000

第３条　３号会員 ￥50,000 ￥50,000

第３条　４号会員 ￥50,000 ￥50,000
※なお、入会金・会費については第３条の規定にかかわらず、病院を単位として納める
こととする。	 （法人のみの場合は法人を単位とする）
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所在地	 							：	〒221-0052	神奈川県横浜市神奈川区栄町8-1 YPSビル2階2
営業担当　　：和田忠光　Tadamitsu.Wada@materialise.co.jp
ウエブサイト			：http://www.materialise.co.jp/medical
電話番号　　：045-440-4591

ぜひ弊社の展示ブースにお立ち寄り下さい。		

マテリアライズジャパン株式会社

3Dプリンティング技術
における医療機関の
よきパートナー

放射線科

3D
プリント	ラボ

心臓・循環
器領域

頭蓋・顎顔面
領域

神経外科
領域

整形領域

教育手術

企業広告
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三井住友銀行グループの一員であるさくらケーシーエスは、
富士通のパートナーとして技術力を磨き、

お客さまに価値あるサービスの提供を目指して、
医療・ヘルスケア分野へソリューションを展開しております。

さくらケーシーエスの
ヘルスケアソリューション

病院

医療業務ソリューション
中堅病院様向け電子カルテシステム

HOPE/EGMAIN-LX

クラウド型電子カルテシステム

HOPE/Cloud Chart

医療事務システム

HOPE/SX-R

法人業務ソリューション

介護・福祉業務ソリューション

介護事業者支援システム

HOPE/WINCARE-ES

介護事業者様向けサービス

HOPE/Cloud WINCARE

アウトソーシングソリューション

セキュリティ ・ ネットワーク構築

運用管理サービス

医療業務ヘルプデスク

人給システム入力代行

データスキャニング （紙→PDF）

※「HOPE/EGMAIN-LX」、「HOPE/Cloud Chart」、「HOPE/SX-R」、「HOPE/WINCARE-ES」、
　「HOPE/Cloud WINCARE」は、富士通株式会社の製品です。

Copyrightⓒ2016 SAKURA KCS Corporation.All Rights Reserved.

兵庫県明石市本町 1 丁目 13-22　さくらケーシーエス明石ビル 4 階
TEL ： 078-914-9991　　FAX ： 078-914-8881
E-mail ： hel-care@kcs.co.jp　　URL ： http://www.kcs.co.jp

〒673-0892

ヘルスケアソリューション部

企業広告
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治験総括報告書（CSR）作成支援
英文ライティング研修

投稿論文（和文・英文）作成支援

SAE報告 翻訳対応

SAE/AE、クエリ、E-mail等の英語対応力強化

治験関連文書英文読解研修

プロトコル他の英文読解力強化

TEL: 03-3355-1276  E-mail: ls_service@sunflare.co.jp

ライフサイエンス事業本部

TEL: 03-6675-3965  E-mail: academy_business@sunflare.co.jp

法人研修事業部

お問い合わせ先

株式会社サン・フレア  

治験文書・臨床研究文書の作成支援＆実務と直結した各種語学研修でサポートします！

サン・フレアが

企業治験・医師主導治験・臨床研究等の

文書作成を支援します!

ライティング/ QC点検

ライティング/翻訳/ネイティブチェック/QC点検

記載内容は2016年1月現在のものです。

お問い合わせは

●当社では製品の内容物の保証は出来ませんので予めご了承ください。
●掲載商品の価格には、消費税・地方消費税・配送料・設置料・関連工事費・使用済み商品の引き取り費などは含まれておりません。

●温度状況をリアルタイムに確認
　温度警報をＥメールで通知

●スマートフォンやタブレットPC用アプリ対応

●【FDA 21CFR Part11】 【HACCP】標準対応

●省電力通信規格（ZigBeeⓇ）の採用により
　電池寿命は約7～10年（15分に一回測定の場合）

●クラウド使用で、データ保管にローカルPC不要

●子機1台で、最大4台の温度モニタリングが可能

Lab 1

子機（トランスミッター）

子機（トランスミッター）

Lab 2

Smart Phone Tablet PC PC

Cloud

親機（ゲートウェイ）

無線
有線

ワイヤレスモニタリングシステムのご提案

お客様の大切な試料を、『無線』・『クラウド』で温度監視
親機と子機はワイヤレスで通信

ワイヤレスモニタリングシステム

第５回全国地方独立行政法人病院協議会総会
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医療空間の、今と未来を編む

医療ガス設備・手術室を核とした
トータルコーディネート・各機器の保守・メンテナンスに至るまで

「ワンストップソリューション」をご提案いたします。

（50音順）

企業広告
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オオタ
メディカル

高塚ライフ
サイエンス

ホスネット・
ジャパン

ライフケア

臨床検査

手術室支援

在宅・介護用品

購買
コンサルティング

物流サービス病院設備

メンテナンス

医療器材

ライフサイエンス

カワニシ

日光医科器械

カワニシ
ホールディングス

サンセイ医機

カワニシグループは、
医療・ライフサイエンス・介護の分野で
総合的なサービスを提供します。

株式会社カワニシホールディングス　　http://www.kawanishi-md.co.jp

最新の医療情報を、毎月お届けします。

年間会費
 46,800円

 （税別）

http://www.kawanishi-md.co.jp/mg/購読のお申し込みはこちら！

海外の医療デバイスの最新情報をピックアップ。ダイジェストで毎月
お届けします。バックナンバーも含めて、ホームページからいつでも
ダウンロードして読めます。　　　

株式会社 ニッセイコム 〒140-8511 東京都品川区大井 1-47-1NTビル   TEL : 03-5742-7387 URL : www.nisseicom.co.jp

独立行政法人・公立病院等の財務会計業務と
予算管理・支出/収入業務・資産管理・研究費管理業務を
効率的にサポートする財務会計システムです。

-.pdf   1   2016/04/21   10:21
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世界で培われた品質とノウハウを、

日本の医療現場へ。

（50音順）
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◆ ルアーロックとルアースリップ、 双方のシリンジでアクセス可能

Simple & Easy Operation 
D i g i t a l  I m a g e  F i l i n g 
S y s t e m 

患者別画像管理はすべてカルテ 番号で行いますので面倒な入力操作は
ありません。
撮影保存された画像データは瞬時に時系列一覧表示、症状の経過をひとめ
で閲覧ができます。
また、保存された画像をつかい症状経過の説明をすることで、より説得力の
あるインフォームドコンセントを実現します。

本社 〒651-0097 兵庫県神戸市中央区布引町2-2-25 
 T E L : 0 7 8 - 2 4 1 - 4 4 4 4  F A X : 0 7 8 - 2 4 1 - 6 9 1 5 

大阪 〒532-0003 大阪府大阪市淀川区宮原5-1-28 
 新大阪八千代ビル別館 7 F 

撮る、観る、ファイル。

は、２つの製品で、病院の経営課題解決に貢献します。

R 

小型トレイ高速搬送システム 抗がん剤自動調製装置
ア ポ テ カト レ イ ラ イ ナ ー

医療安全 

職場環境 
改善 

コスト削減 

http://www.ssecorp.jp 03-5777-3240（代表） 
東京本社：〒105-8330 東京都港区海岸1-11-1 ﾆｭｰﾋﾟｱ竹芝ﾉｰｽﾀﾜｰ 

（本社：東京 営業所：札幌・仙台・名古屋・大阪・福岡 ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ：広島）

シンフォニアグループ

２ 人と機械の組合せで搬送コストの を削減

３ 医療スタッフが専門性を発揮できる環境づくり

被曝と調製過誤のリスクを低減
２ 調製に関わるコストを削減

３ 調製業務の負担を軽減

１ 物品の受渡しにまつわるヒヤリ・ハットを低減 １

す べ て は 患 者 さ ま の た め に

世界中に蔓延する疾患に立ち向かい、

増加する医療費の低減を実現できる治療法の創出に挑戦する。
    WE WILL TRANSFORM THE TREATMENT OF EXPENSIVE EPIDEMIC DESEASES. 
                              
                          http://www.sjm.co.jp/ 
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株式会社

本社/〒670-0936 

℡079-224-5151

兵庫県姫路市古二階町3番地

安全と医療機器をともにお届けします

医 療 機 器 ・ 病 院 設 備 全 般 ・ Ｓ Ｐ Ｄ シ ス テ ム

内 視 鏡 関 連 製 品 ・ 透 析 関 連 製 品 ・ Ｍ Ｅ 機 器 管 理

血 管 内 治 療 用 デ バ イ ス ・ 整 形 外 科 関 連 製 品

ISO９００１認証登録

ブース展示　協力企業一覧
アサヒプリテック株式会社　神戸営業所

株式会社エム・アール・ピー
神戸市　医療・新産業本部　医療産業都市部

株式会社三笑堂
株式会社サン・フレア

株式会社日本ビジネスデータプロセシングセンター
マテリアライズジャパン株式会社

株式会社メディカルサポート

　　　　　　　　　　　　　　（50音順）

（50音順）
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第５回全国地方独立行政法人病院協議会総会に協賛します
総会開催をお祝い申し上げるとともに、

ますますのご隆盛を祈念します

（50音順）
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協賛企業一覧
株式会社Ｓ＆Ｓエンジニアリング　大阪営業所

株式会社エムアイディ
エム・ヴイ・エム商事株式会社
尾崎歯材株式会社　神戸営業所

株式会社関薬
近畿エア・ウォーター株式会社

グリーンホスピタルサプライ株式会社
ケイワ株式会社
株式会社興文社

神戸医師協同組合
コウベエンジニアサービス株式会社

株式会社ダイケンビルサービス　大阪支店
株式会社ドテヤマビジネス
株式会社長澤音次郎商店

有限会社西尾
日本ファシリオ株式会社　大阪本店

広瀬化学薬品株式会社
藤原建設株式会社
平和興業株式会社

有限会社村上医療器械店
柳原建設株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50音順）

本会を開催するにあたり、上記の企業にご協賛いただきました。
ここに記し、感謝の意を伝えます。

当番世話人　菊池　晴彦
地方独立行政法人神戸市民病院機構　理事長
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全国地方独立行政法人病院協議会

総　会

第５回

平成28年10月28日金 13：00～19：15
日   時

神戸ポートピアホテル
会   場

開催当番
地方独立行政法人神戸市民病院機構
　・法人本部
 〒650-0047 神戸市中央区港島南町 2丁目 1-11
  市民病院前ビル3階
 ☎078-940-0156（代表）
　・神戸市立医療センター中央市民病院
 〒650-0047 神戸市中央区港島南町 2丁目 1-1
 ☎078-302-4321（代表）
　・神戸市立医療センター西市民病院
 〒653-0013 神戸市長田区一番町2丁目4
 ☎078-576-5251（代表）

地方独立行政法人神戸市民病院機構
神戸市立医療センター中央市民病院

地方独立行政法人神戸市民病院機構
神戸市立医療センター西市民病院

ⒸKOBE CONVENTION & VISITORS ASSOCIATION




